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電力会社を替えますか？
今年（2016）の４月から，家庭でも電力会
社が自由に選べるようになったことが話題に
なっています。これまでは，例えば，東京に
住んでいる人は東京電力からしか電気を購入
することはできませんでした。しかしこれか
らは，東北電力や中部電力，中国電力，四国
電力など，他の地域の大手電力会社から電気
を買うことができます。さらに，携帯電話の
会社やインタネットサービスプロバイダー，
ケーブルテレビ会社，ガス会社，石油会社な
ど，これまで電気を取り扱っていなかった会
社からも電気を買うことができるようになり
ました。この制度変更を，我が国では「電力
小売自由化」と呼んでいます。
ところで，一般家庭は毎月どのくらい電気
代を支払っているか，ご存知ですか。総務省
統計局家計調査によると，家計調査平成27年
度のひと月当たりの電気代は，総世帯平均
8,937円，２人以上の世帯平均１万1,060円で
す（６月10日発表）。例えば電気料金が５％下
がると，毎月約550円節約できるのですね。
料金比較サイトで，ご自身の電気代実績か
ら，契約を変更した際の電気代の節約額を計
算できますので，お試しになるとよいと思い
ます。
小売電気事業者の数は，経産
省資源エネルギー庁によれば
307社です（６月３日現在）。一
方，電力会社を変更した家庭
は，５月末までに全国で約103
万5,500軒，全国の家庭向け契
約数である約6,260万軒の1.7％
です（図１）。東京ガスの発表
によれば，５月上旬の時点で東
京ガスの電力需要家数は30万軒
を突破したそうです。
契約変更の有無にかかわらず
今後の動向が注目される電力自
由化の将来を，変わること，変
わらないこと，そして変わるか
もしれないことに分けて考えて
みます。
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図１　電力会社を変更した件数
家庭向けの電力小売自由化により，電力会社を変更した（スイッチング
した）家庭は，５月末に全国で100万件を突破した
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電力小売自由化で変わること
⑴ スマートメーターが設置されていく
電気料金は，電気の使用量に応じて支払い
額が決まります。この電気の使用量の計量器
を電力量計と言います。身近なところでは，
戸建て住宅で，ガラスのケースに回転する円
盤が収められた誘導型電力量計が見られると
思いますが，このほかにも，需要家の規模な
どに応じたさまざまなタイプがあります。
電力自由化に伴い，電力会社を変更する際
には，電力量計を，上記のような従来型か
ら，スマートメーターに交換する必要があり
ます。スマートメーターへの交換完了時期
は，電力会社により異なりますが，一番早く
完了する東京電力管内で2020年度末，日本全
体では，2024年度末です（表）。スマートメ
ーターは電力会社の所有物なので，直接的に
は無料で，交換時の支払いはありません。従
来通り，電気料金の中に含まれる形で費用は
回収されます。
スマートメーターは，こうした従来の電力
量計に加えて，さらに異なる機能を有してい
ます。従来型の電力量計は，一般的には使用
電力量をひたすら積算していくものです（昼
と夜で計量値を仕分けるといった特殊な電力量
計もあります）。毎月検針員がメーターを読
み取り，先月の計量値と今月の計量値の差を
今月の電気の使用量としてきました。一方ス
マートメーターでは，使用電力量が30分ごと
の値として記録されます。
そして，スマートメーターは通信機能を有
しており，計量値を電力会社へ，毎日自動的
に送信します。そのため検針員は，通信機能
が故障するなどのトラブルがない限り不要に
なります。このほかにも，需要家の引っ越し
に伴う電力供給の停止や再開や，電気料金不
払いによる供給停止などに伴うスイッチの入
り切りが，電力会社から遠隔で操作できるよ
うになったり，スマートメーターから直接家
庭内の必要な機器に計量値を通信することが
できるようになります。
東京電力では，2014年からスマートメータ
ーの取り付けを開始しており，2020年度中に
すべての電力量計をスマートメーターに取り
換えることになりました。つまり，７年間で
すべての電力量計の交換を実施するというこ
とです。
電力量計は，計量法により通常10年ごとの
検定が必要とされています。そのため，電力
会社では従来から，10年ごとに電力量計を付
け替え（すべてを新品にするわけではありませ
ん），検定にかけてきました。正確な計算で
はありませんが，年間の勤務日数が250日と
仮定して，電力量計が約6,260万点あり，10
年で全部交換すると，１日約２万5,000点の
電力量計が交換されていることになります。
10年でやることを７年でやるのですから，１
日に交換する数は，約３万5,800点（約1.43
倍）に増えます。このことを考えると，７年
でメーターの付け替えを完了することは，か
なり社会的な負担が大きいことが分かると思
います。
⑵ 契約体系が複雑になっていく
商品としての電気そのものは，電気を誰か
ら買っても同じです。そのため，小売電気事
業者は，電気料金を変えるか，どうやって発
電された電気なのかをアピールするか，とい
ったことで競争します。
電気料金は安ければそれに越したことはな
いのですが，安売り競争には限界がありま
表　家庭用電力量計のスマートメーターへの交換完了時期（資源エネルギー庁）
北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄
本格導入開始 2015年４月 2015年１月 2014年７月 2015年７月 2015年７月 開始済 2016年４月 2015年１月 2016年４月 2016年４月
導入完了 2023年度末 2023年度末 2020年度末 2022年度末 2023年度末 2022年度末 2023年度末 2023年度末 2023年度末 2024年度末
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す。そのため，季節や時間帯，日によって電
気の価格が異なる電気料金メニューを作り，
消費者に電気料金支払い額を節約する機会を
もたらすといったサービスが提供される可能
性があります。このように，電気料金を日時
で変化させ，消費者の電力消費を変容させる
ことをデマンドレスポンスと呼びます。
エネルギー・環境問題への関心が高い消費
者にとって，電気がどのように作られたかと
いうことは重要なことでしょう。例えば，石
炭火力発電は，燃料となる石炭が安いため発
電コストが安くなりますが，地球温暖化に悪
影響を及ぼす二酸化炭素などの温室効果ガス
を多く排出します。一方，天然ガスを燃料と
した発電の場合，燃料費は上がりますが，温
室効果ガスの排出量は少なくなります。ま
た，発電効率の高い発電所を開発すれば，同
じ燃料でも温室効果ガスの排出量を少なくで
きます。太陽光発電や風力発電などの再生可
能エネルギー発電は，発電時には温室効果ガ
スを出しませんが，発電設備の費用が高くな
ります。しかも発電量はお天気まかせなの
で，何らかのバックアップが必要となり，そ
のための費用が発生します。
小売電気事業者は，再生可能エネルギー発
電を「グリーン電力」や「きれいな電気」な
どと称して消費者にアピールすることができ
ます。ただし，2014年度から施行されている
再生可能エネルギーの固定価格買取制度（通
称Feed-in Tariff, FIT）の補助の対象になって
いる電源に対しては，営業の際に「グリー
ン」「きれい」といった表現を使うことはで
きません。なぜならば，FIT電源は，すべて
の電力需要家から広く補助金を回収している
ため，FIT電源を選んで電気を購入しようが
しまいが，経済的な理由からFIT電源の導入
が促進されることはないためです。こうした
電源は「FIT電力」と称して営業することが
可能です。もちろん，FIT制度の補助を受け
ていない電源については，消費者がその電力
契約を選択することが「グリーン」で「きれ
い」な電気の導入を促進することになります
ので，そういったアピールは認められていま
す。
電力小売自由化で改めて明らかになったこ
とは，電力契約そのものの魅力を消費者に訴
求するよりも，電力契約とその他の契約を組
み合わせた契約のほうが注目されていること
です。ガス会社や通信会社，石油会社など
は，各社元来のビジネス契約と，電力販売契
約を組み合わせたり，ポイントサービスと提
携するなど，契約体系全体でのアピールを始
めています。中には，ガス・電力・ケーブル
テレビといった組み合わせや，携帯電話・保
険・電力などの組み合わせも見られます。
経済産業省では，このような電力小売全面
自由化に伴うメリットを広く国民に知っても
らうための努力を行っています（図２）。た
だし，さまざま契約が絡み合うことで，消費
者は選択の自由を得たのか，契約を組み合わ
図２　経済産業省の電力自由化ポスター
電力自由化に関するさまざまなメリットが謳われている
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せないとメリットが得られないような不自由
を強いられるようになったのか，判然としな
い複雑な状況に立たされるようになったと見
なされても致し方ありません。
電力小売自由化でも変わらないこと
まず，当面は，何もしなければ何も変わり
ません。これまでの電力会社からこれまで通
りの契約が継続されます。これは，消費者保
護のため，十分に競争が進展したと判断され
るまでの間，これまでの電力会社は，現在の
規制料金メニューを継続することが定められ
ているためです。この経過措置期間は，少な
くとも2020年３月までは継続されることにな
っています。なお，経過措置期間を遅くとも
いつまでに打ち切るかは定められていませ
ん。
また，電線や変圧器などの電力設備は，契
約にかかわらず，これまでと同じものを使用
するため，小売電気事業者が契約している発
電所が不具合で停止しても，それとは関係な
く電力が供給されます。また，停電の頻度や
電圧の変動などの電力品質も変わりません。
電力契約を変更しなくても，電力量計は順
次スマートメーターに切り替わっていきま
す。
2014年度から施行されている再生可能エネ
ルギーの固定価格買取制度の再生可能エネル
ギー発電促進賦課金も，契約にかかわらず使
用した電力量に応じて，電気料金の一部とし
て徴収されることも同じです。
電力小売自由化で
変わるかもしれないこと
⑴ デマンドレスポンスによる省コスト化
先に，季節や時間帯，日によって電気の価
格が異なる電力料金を提供し，消費者の電力
消費を変容させることをデマンドレスポンス
と呼んでいることを紹介しました。
スマートメーターが30分単位の計量を行う
ことで，電気の消費量が多い夏期の昼間に電
気料金を高くし，電気の消費量が少ない夜間
に電気料金を安くするといった時間帯別の料
金を適用することが，従来よりも容易になり
ます。また，電気の消費量の多い夏の暑い日
に高い電気料金とし，それ以外の日では電気
料金を安くする，というように日ごとに電気
料金を変えることも可能になります。そこ
図３　経済産業省によるデマンドレスポンスの意義のイメージ
【出典】　東京電力「でんき予報」の需要データをもとに資源エネルギー庁作成
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で，電力小売事業者各社は，時刻や日によっ
て電気料金を変化させ，消費者に電気の使い
方により電気料金の支払い総額を節約する機
会を提供する電気料金メニューを用意するこ
とができるようになります。
こうした電気料金メニューの適用を電力の
供給者の立場で見ると，電気の使用量が平準
化されれば，電力供給設備の稼働率が上が
り，発電費用は下がるので，この削減された
費用の一部を消費者に還元する機会ができる
というメリットがあります。このデマンドレ
スポンスにより，電力需給の両者のメリット
が見込まれ，社会全体としてより効率的な電
力供給が実現される可能性があります（図
３）。
2000年以降，米国でこのデマンドレスポン
スの価値の研究がすすめられ，現在，電力自
由化の議論が進んでいる欧米で実際にデマン
ドレスポンスが行われるようになってきまし
た。わが国でも2010年度から2014年度で経済
産業省が実施したスマートコミュニティ４地
域実証事業や，その後のインセンティブ型デ
マンドレスポンス実証事業，デマンドレスポ
ンスを企業間で取引することを検討するネガ
ワット取引実証事業などの試験が行われまし
た。それぞれの試験で，料金の内容や，電気
の使い方を変える時間帯・頻度などの条件が
異なりますが，概ね，通常よりも１割程度の
電力消費を抑制することができると見込まれ
ます。
⑵ エネルギーシステムの一体改革
今回の電力小売全面自由化は，経済産業省
が推進している電力システム改革の一部で
す。経済産業省は，さらにガスシステム改革
にも着手しています。
ガスシステム改革の目的として，① 天然
ガスの安定供給の確保，② ガス料金を最大
限抑制，③ 利用メニューの多様化と事業機
会拡大，④ 天然ガス利用方法の拡大を掲げ
ています。電力とガスのエネルギーシステム
改革により，これまで縦割りであった市場の
垣根を取り払い，総合的なエネルギー市場を
作り上げることで，革新的な技術の導入や，
異分野サービス融合などのイノベーションを
創発し，エネルギー選択の自由拡大，安定供
給の確保といった消費者利益の向上を図るこ
とを目指しているようです。
電力自由化の今後の予定
わが国の電力自由化は，この電力小売自由
化ばかりではありません。2013年４月２日に
閣議決定した「電力システムに関する改革方
針」に基づく大きな制度改革の一部です。こ
の制度改革は「電力システム改革」と呼ば
れ，2011年の東日本大震災に伴う電力不足を
契機に議論が始まりました。この検討の結
果，改革方針にて，① 安定供給を確保する，
② 電力料金を最大限抑制する，③ 需要家の
選択肢や事業者の事業機会を拡大する，とい
う３つの目的を掲げました。この目的に対し
て，以下の３つの改革の柱を打ち立て，2020
年４月までにすべてを実施することとしてい
ます。
⑴ 広域的な送電線運用の拡大
2015年に認可法人である広域的運営推進機
関（Organization for Cross-regional Coordi-
nation of Transmission Operators, JAPAN：
OCCTO）を創設しました。このOCCTOには
すべての電気事業者が加入します。OCCTO
は，地域を超えた電力のやり取りを容易に
し，災害などにより電力が不足した場合に地
域を超えた電力の融通などを指示する司令塔
となって，停電の発生を防ぎます。さらに，
全国レベルで電力の需要と供給を一致させる
機能を強化することなどにより，太陽光発電
や風力発電などの出力変動の大きい再生可能
エネルギー電源の導入拡大などに対応しま
す。
⑵ 小売りの全面自由化
すでに2016年４月からの電力小売自由化に
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ついては説明してきましたが，実は，2000年
から大口の電力需要家を対象に電力小売りが
自由化されており，図４に示すように徐々に
規模の小さい需要家も自由化の対象となって
きました。2020年以降に経過措置が解除され
ることで全面自由化が完了します。
⑶ 　法的分離により送配電部門の中立性の一
層の確保
送配電ネットワークは全国に面的に存在す
る大規模設備であり，電力自由化後に新規参
入者が同じような設備を建設することは，社
会全体で考えると二重投資となり非効率で
す。そこで，既存の送配電ネットワークを誰
でも自由かつ公平・平等に利用することと
し，二重投資による非効率を防ぎます。現
在，従来の電力会社が送配電ネットワークを
所有していますが，中立性を高めるため送配
電部門の分社化（法的分離）を2020年４月に
実施します。
メリットはあるのか：
冒頭の問いに対する回答
電力小売全面自由化は，わが国のエネルギ
ーシステムの一体改革の一環として，消費者
に直結した重要な政策です。今後，スマート
メーターが普及し，小売電気事業者を選ぶこ
とができるようになります。電気の安売り競
争はいずれ頭打ちになり，デマンドレスポン
スなどの新しい電気料金メニューが提供され
るでしょう。
賢い消費者として適切な供給先選択を行う
ためには，電力kWと電力量kWhの違いを理
解したり，過去の電力消費実績をさかのぼっ
て新しい電気料金メニューを適用した場合の
電気代を試算したり，デマンドレスポンスに
対応して電気の使い方をどのように変えるか
を検討する必要が出てきます。もしかする
と，自宅の電気料金の支払いや，他のサービ
スと一括して契約することによる節約は，あ
まり実感できないかもしれません。むしろ，
契約が複雑になって，契約変更の際に考えな
いといけない事柄が増えて，判断が困難にな
ることも十分に考えられます。
政府は，電力小売全面自由化ばかりでな
く，エネルギーシステム改革を推進していま
す。2017年にはガス小売全面自由化が始まり
ます。電力やガス産業，その他サービスの新
展開に向けて，さまざまな分野の学問と融合
発展的な教育・研究への期待も高まります。
未来に向かって創意工夫をする機会が増え，
その成果が，めぐりにめぐって消費者のメリ
ットとして結実することを願っています。
図４　電力小売自由化の歴史（資源エネルギー庁）
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